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様式第 1 号（第６条関係）  

                                             

平成  年  月  日  

（あて先）  

公益財団法人京都産業２１ 理事長   様  

 

所   在   地            

名  称（企業名等）           

代表者名（職・氏名）         ○印  

 

 

京都知恵産業支援共同事業  

きょうと元気な地域づくり応援ファンド支援事業助成金交付申請書 

 

下記のとおり助成事業を実施したいので、きょうと元気な地域づくり応援ファンド支

援事業助成金交付要領第６条の規定により、助成金の交付を願いたく関係書類を添えて

申請します。 

 

記 

 

１  助成事業名  

 

２ 助成金交付申請額      金             千 円  

 

３ 添付資料 

(1) 事業計画書（事業者等の概要及び申請する事業内容） 

(2) 収支予算書（収入及び支出内訳書） 

(3) 決算書又は確定申告書写し（（平成  ）年創業のため未添付） 

※前期の決算書（貸借対照表、損益計算書・製造原価報告書（製造業のみ））の写し

又は確定申告書（白色申告の場合：第一表、第二表及び収支内訳書、青色申告の

場合：第一表、第二表及び青色申告決算書）の写しを添付してください。 

※創業１年未満の場合は、前期の確定申告書の写し又は税務署への事業開始届の写

しを添付してください。 

※創業予定者は不要。 

(4) その他 

※定款、規約、法人登記事項証明書（全部事項証明書・発行日から３ヶ月以内のも

の。原本）を添付してください。（創業予定者（法人）は、創業後、速やかに提

出してください。個人は不要） 

※新規創業(個人）の申請者は、税務署への事業開始届の写しを添付してください。

（創業予定者については、創業後、速やかに提出してください。） 

※府税の納税証明書（府税に滞納がないことの証明。原本）を添付してください。 

 

京都知恵産業支援共同事業を申請の方で、京都市の「知恵産業の森」京都創生事業に

併願申請される方は京都市長あての申請書も併せて提出のうえ次の欄に○を記入し

てください。 

 
   

併願申請する  

ｐ26 と同じ事業名を記載  
申請金額は千円単位で。千円未満は切り

捨てとなります。  

例）計算した結果、申請額が 250,400 円

となった場合→×「250．4 千円」 ○「250

千円」。400 円は切り捨て。  

 併願申請される方は必ず

こちらに○を  
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事 業 の 

種  類 

※ 該当するもの１つを○で囲んでください。 

ア 地域の農林水産物資源を活用した事業 

イ 地域の伝統産品資源を活用した事業 

ウ 地域の鉱工業品の技術を活用した事業 

エ 地域の観光資源を活用した事業 

オ 商店街の活性化に役立つ事業 

カ 福祉向上・子育て支援に役立つ事業 

キ 環境対策に役立つ事業  

事業区分 
※ 該当するもの１つを○で囲んでください。 

経営の革新  新規創業  京都地域力ビジネス 

ハンズオン 

希 望 内 容 

（専門家によるアドバイス支援を用意しています。アドバイス希望の内

容を記載してください。） 

 

地域の社会的課

題とその解決方

法、連携協働 

◆京都地域力ビジネスに申請される場合は必ず記載してください。 

（必須事項。わかりやすく具体的にご記入ください。） 

①  解決したい地域の社会的課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  その解決方法（詳しくは事業計画書で説明） 

 

 

 

 

 

③  地域との連携協働の体制と内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都地域力ビジネスで申請される方は必ず記載を。

それ以外の方は不要です。  

元気ファンド採択事業者には無料の専門家派

遣制度があります。希望される場合は記載を  
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第１号様式（第６条関係） 

平成  年  月  日 

（あて先） 

京  都  市  長 

 

所   在   地            

名  称（企業名等）           

代表者名（職・氏名）         ○印 

 

京都知恵産業支援共同事業補助金交付申請書 

（知恵産業の森」京都創生事業） 

 

京都市補助金等の交付等に関する条例第９条の規定に基づき，補助金の交付を受けたいので，

下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 補助事業名     

 

２ 補助金交付申請額    金       千 円 

 

３ 申請区分        経営の革新   ・   新規創業 

 

４ 添付資料 

 （１）事業計画書（第１号の１様式） 

 （２）収支予算書（第１号の２様式） 

 （３）支出内訳明細書（第１号の３様式） 

（４）決算書又は確定申告書写し（（平成  ）年創業のため未添付） 

ア 前期の決算書（貸借対照表、損益計算書・製造原価報告書（製造業のみ））の写し又

は確定申告書（白色申告の場合、第一表、第二表及び収支内訳書、青色申告の場合、

第一表、第二表及び青色申告決算書）の写しを添付してください。 

注 創業１年未満の場合は，前期の確定申告書の写し又は税務署への事業開始 

届の写し等を添付してください。創業予定者は不要。 

（５）その他 

ア 定款，規約，法人登記事項証明書（全部事項証明書・発行日から３ヶ月以内のもの。

原本）等を添付してください。（創業予定者（法人）は、創業後、速やかに提出して

ください。個人は不要 

イ 新規創業(個人）の申請者は、税務署への事業開始届の写しを添付してください。（創

業予定者については、創業後、速やかに提出してください。） 

    ウ 前年度の法人市民税，固定資産税・都市計画税（土地・家屋）の納税証明書（原本）

を添付してください。 

 

  
きょうと元気な地域づくり応援ファンド支援事業（京都知恵産業支援共同事業）に併願申請さ

れる方は公益財団法人京都産業２１理事長あての申請書も併せて提出のうえ次の欄に○を記

入してください。 

 

併願申請する 

ｐ26 の事業名を記載 
 

申請金額は千円単位で。千円未満は切り捨

てとなります。 

例）計算した結果、申請額が 250,400 円と

なった場合→×「250．4 千円」 ○「250

千円」。400 円は切り捨て。 

併願申請される方は必ずこちら

に○を 
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第１号の１ 

事 業 計 画 書 

１ 事業者等の概要（２枚以内にまとめてください。パンフレット等の別添付は認められません。） 

名称（企業名等）  

本社所在地（住所） 
 

 

代表者（職・氏名）  

従業員数         人 資本金等 千円 

連絡先 

〒 

住所： 

TEL（   ）   －    FAX（   ）   －     

e－mail： 

URL： 

担当者 職・氏名： 

創業時期  法人設立時期  

業種  

３期分決算推移 前々期（  ～  ） 前期（  ～  ） 今期予想（  ～  ） 

売上高（千円）    

経常利益（千円）    

主な事業内容 

 

 

 

 

 

事業の沿革 

 

 

 

 

 

自社の強み 

 

 

 

 

 

 

こちらの連絡先に書面審査通過の連

絡等行います。必ず連絡が取れると

ころを記入してください。 
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２ 申請する事業内容（８枚以内にまとめてください。パンフレット等の別添付は認められません。） 

事業名 

(３０字以内で事業内容が概観できるタイトルを記入してください。) 

          

          

          
 

事業内容 

（具体的事業内容、事業の目的、計画の目標(利益計画とその根拠)を記載してくだ

さい。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［事業スケジュール］ 

（記載例）○年○月 ××試作開始 

       △月 □□展示会出展 

実施時期 
平成  年  月 ～ 平成  年  月  

※やむを得ない事由により、交付申請日以降で交付決定前に事業に着手しようとする場合は、

着手前に、事前着手届（様式第２号）を提出する必要があります。 

過 去 の 

採択状況 

 

（過去に本事業に

採択された事業者

は記載してくださ

い。複数回採択さ

れている場合に

は、採択事業ごと

に、表を増やして

ください。必要に

応じて枠を拡大し

てください。） 

 

採択年度  平成  年度 

きょうと元気な地域づくり応援ファンド支援事業  京都市知恵産業創造支援事業 

※該当するものを○で囲んでください。 

①当初事業計画の検証 

 
過去採択事業の申請時の内容 

（提出した交付申請書を基に

記載） 
実績 

事業の新規性   

事業の市場性   

事業の実現可能性   

地域活性化への波及効果   

本事業を実施する体制 

（事業遂行能力） 

  

枠は削除していただいて構いませんが、必ず３０字

以内にしてください。 

過去採択がない場合は、表等を消していただいて構

いません。「過去採択なし」と記載してください。 
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過 去 の 

採択状況 

（続き） 

②売上、雇用の状況 

・過去採択事業の申請時の内容 

 
事業期間中 

(  . ~  .3) 
事業終了後一年目 

（  .4~  .3） 
事業終了後二年目

（  .4~  .3） 

売上高(千円)    

新規雇用(人)    

 

・実績 

 
事業期間中 

 (  . ~  .3) 
事業終了後一年目

（  .4~  .3） 
事業終了後二年目 

（  .4~  .3） 
直近 

(28.4～29.3) 

売上高(千円)     

新規雇用(人)     

 

③現状に対する自己評価 

 

 

 

④過去の採択事業と今回の計画との関連 

 

 

 

事業の新規性 

（記入の観点） 

地域的に新しい取組であるか。商品・サービスに独創性があるか。新たな社会的課題に対応

した取組であるか。 

 

 

 

事業の市場性 

（記入の観点） 

ニーズがあるか。ニーズを掘り起こすことが可能か。ニーズに適合した商品・サービスであ

るか。顧客ターゲットのセグメンテーション（市場細分化）は十分か。事業継続が可能な市

場が確保されているか。 

 

 

 
 

事業の実現可能

性 

（記入の観点） 

実現可能な計画で事業の継続が見込めるか。法令・許認可・公序良俗等問題ないか。第三者

への委託が過大ではないか。収支計画は適切か。事業内容に適合した資金使途であるか。対

象経費に合致しているか。 

 

 
 

地域活性化への 

波及効果 

（記入の観点） 

地域課題を解決し、地域力再生に貢献できる事業か。雇用拡大、地域産品の利用等が見込め

るか。具体的な社会的課題が設定されているか。また、その解決方法が明確になっているか。 

 
 

記入の観点の文章は削除していただいて構いません 
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連携している自治

体、支援機関等の

名称 

（申請事業に関して連携している機関があれば、名称を具体的に記入してください。） 

 

 

 

事業遂行能力 

（事業者内部・

外部支援者名・

委託先等） 

（記入の観点） 

事業遂行に必要な体制等が取れているか。「自社の強み」をどのように事業に活かしているか。

「知恵産業認証認定制度等一覧」（http://www.kyoto-conso.jp/nintei/）等の認証・認定を

受けているか。 

 

 

 

 

 

認証・認定等の実績があれば、該当のものに○をし、認証・認定年度を記載してください） 

   年度 京都府中小企業「知恵の経営」実践モデル企業認証制度 

   年度 京都府元気印中小企業認定制度 

   年度 経営革新承認制度 

   年度 京都文化ベンチャーコンペティション 

   年度 京都市ベンチャー企業目利き委員会（Ａランク認定） 

   年度 オスカー認定制度 

   年度 「知恵創出"目の輝き"」企業認定 

   年度 知恵ビジネスプランコンテスト 

 

業 
  年度 創造的文化産業（クリエイティブ産業）モデル企業選定事業 

   年度 
《上記以外のものがあれば記入。複数ある場合は、欄を追加》 

 

 
 

本事業の売上高

等の 

見込み 

 今期 

 (29. ~30.3) 
事業終了後一年目 

（30.4~31.3） 
事業終了後二年目

（31.4~32.3） 

売上高(千円)    

経常利益(千円)    

新規雇用(人)       

当該年度に他の

補助金・助成金

等を受けた実績

（申請中・予定

のもののほか、

福祉等を含む） 

申請日 補助金・助成金等名 事業名 経費の主な内訳 申請額（千円） 

     

     

http://www.kyoto-conso.jp/nintei/
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第１号の２ 

 

収 支 予 算 書 

 

１ 収入内訳書                            （単位：円） 

項    目 金    額 

＜助成（補助）金＞ 

交付申請額 

 

＜自己資金等＞ 

自己資金 

借入金 

その他 

 

827,000 

 

 

513,000 

 

 

 

 

合    計 １,３４０,０００－ 

 

 

２ 支出内訳書                            （単位：円） 

項    目 金    額 

＜事業費＞ 

②機械装置・工具器具の購入 

④デザイン料 

⑧展示会等の出展料 

 

 

＜事務費＞ 

①従事者旅費 

 

 

 

 

 

350,000 

350,000 

600,000 

 

 

 

40,000 

合    計 １,３４０,０００－ 

注 支出額は，消費税及び地方消費税額を含んだ金額で記載してください。 

ただし，消費税及び地方消費税は助成（補助）対象外であるため，交付申請額は支出額に 

１００／１０８を乗じた額の２／３以内となります。 

注 支出内訳書は，対象経費の項目ごとに記載してください。 

注 対象経費の明細は，（第１号の３）支出内訳明細書に記載してください。 

交付申請額は総事業費の税抜額の３分の２以内（最大３００万

円）。１０００円未満は切り捨て。 

1,340,000 円×（100/108）×2/3＝827,160 円 

→交付申請額 827,000 円 

千円単位ではなく円単位で

記入してください。 

税込額で記載してください。 

合計は収入・支出どち

らも同じ額を記入して

ください 

自己資金等は、合計額から交付申請

額を差し引いた残額です。 



第
１
号
の
３

区
　
分

項
　
目

内
訳
（
内
容
，
積
算
単
価
，
数
量
等
を
具
体
的

に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
）

金
　
額
（
千
円
）

備
　
考

②
機
械
装
置
・
工
具
器
具
の
購

入

○
○
機
1
台
1
5
0
,0
0
0
円
、

△
△
△
2
台
2
0
0
,0
0
0
円

3
5
0

④
デ
ザ
イ
ン
料

ロ
ゴ
デ
ザ
イ
ン
1
0
0
,0
0
0
円
、

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
デ
ザ
イ
ン
1
0
0
,0
0
0
円
、

パ
ッ
ケ
ー
ジ
デ
ザ
イ
ン
1
5
0
,0
0
0
円

3
5
0

⑧
展
示
会
等
の
出
展
料

東
京
○
○
シ
ョ
ー
出
展
費
用
6
0
0
,0
0
0
円

6
0
0

小
　
計

1
,3
0
0

①
従
事
者
旅
費

東
京
○
○
シ
ョ
ー
往
復
Ｊ
Ｒ
3
0
,0
0
0
円
、
宿
泊

1
0
,0
0
0
円

4
0

小
　
計

4
0

合
　
計

1
,3
4
0

支
　
出
　
内
　
訳
　
明
　
細
　
書

事
業
費

事
務
費

千
円
単
位
で
記
入

 
事
業
費
の
項
目
ご
と
に
、
内
訳
を
記
入
。

 

明
細
書
は
１
ペ
ー
ジ
に
収
め
て
く
だ
さ
い
。

 

す
べ
て
税
込
額
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
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様式第２号（第６条関係） 

 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人京都産業２１ 理事長  様 

 

所   在   地                   

名  称（企業名等）                 

代表者名（職・氏名）              ○印  

 

 

きょうと元気な地域づくり応援ファンド支援事業助成金事前着手届 

 

 

平成   年 月 日付けできょうと元気な地域づくり応援ファンド支援事業助成金の交付を

申請している下記の事業について交付決定前に着手しますので、届け出ます。 

 なお、本件について交付決定がなされなかった場合、又は交付決定を受けた助成額が交

付申請額に達しない場合においても異議は申し立てません。 

 

記 

 

１ 事   業   名  

 

 

２ 事前着手の理由 

 

 

 

 

３ 着手予定年月日 

  平成   年   月   日 

 

 

 

※ 事前着手の理由については、その必要性がわかるよう、具体的に記述してください。 

※ 着手予定年月日は、交付申請日以降とします。 

ｐ26 と同じ事業名を記載 

理由について、明確に、なぜ事前着手する必要が

あるのかわかるように記入してください。理由に

よっては認められない場合があります。 

着手予定日は、申請書提出日以降とします。 

例）申請書提出日 4/5 の場合 

  事前着手日 4/1  × 

  事前着手日 4/20 ○ 
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第２号様式（第７条関係） 

平成  年  月  日 

（あて先） 

京  都  市  長 

 

所   在   地            

名  称（企業名等）           

代表者名（職・氏名）         ○印 

 

 

「知恵産業の森」京都創生事業補助金事前着手届 

 

 

   平成  年  月  日付けで申請しました標記の補助事業について，交付決定前に着手しますの

で届け出ます。 

 なお，本件について交付決定がなされなかった場合又は交付決定を受けた補助額が交付申請額に達し

ない場合においても異議は申し立てません。 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業名 

 

 

 

２ 事前着手の理由 

 

 

 

３ 着手予定年月日 

平成   年   月   日 

 

 

 

 

 

※ 事業着手の理由については，その必要性がわかるよう，具体的に記述してください。 

※ 着手予定年月日は，交付申請日以降とします。 

ｐ26と同じ事業名を記載 

理由について、明確に、なぜ事前着手する必要があるの

かわかるように記入してください。理由について、明確

に、なぜ事前着手する必要があるのかわかるように記入

してください。理由によっては認められない場合があり

ます。 

 
着手予定日は、申請書提出日以降とします。 

例）申請書提出日 4/5 の場合 

  事前着手日 4/1  × 

  事前着手日 4/20 ○ 


